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1 　はじめに
　小学校・中学校、 高等学校及び特別支援学校の新学習指導要領が、2017 年から
2018 年にかけて告示された。そこには、現在、21 世紀に締結された唯一の人権条約
と言われている「障害者の権利に関する条約（2014）」（Convention on the Rights of 
Persons with Disabilities、略称：障害者権利条約、以下略称を使用）の内容が大き
く反映されている。その中心的課題は、義務教育から後期中等教育までを含めたわが
国のインクルーシブ教育システムの整備である。
　インクルーシブ教育システムとは、「人間の多様性の尊重等を強化し、障害者が精
神的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで発達させ、自由な社会に効果的に参加
することを可能にするという目的の下、 障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕組
み」1 （国立特別支援教育総合研究所。以下、特総研）である。
　この理念は、システムとしての制度的側面が前面に出ているが、人権条約の常とし
て、最終的には、その社会における一人一人の人間観・障害観の変革によらねば目的
を達成することはできない。特に、現実の学校教育の課題となるのは、単に、同じ場
所に「居るだけのインクルーシブ」である。これは、本来のインクルーシブ教育の理
念とは全く異なるものである。
　例えば、知的な遅れがあり、就学は特別支援学校で教育を受けることが好ましいと
専門家が判断する児童がいる。しかし、保護者の気持ちとして、通常の子供たちと一
緒に学習させたいとの思いから、低学年だけは通常の学級で学ぶことを選択する。
　問題はこの選択の是非ではない。当然、対象児童や学習環境によって異なるが、そ
のことによって、定型発達の児童の教育課程の学修内容についていくことはできず、
教室に居るだけの状態になる。本来その発達段階で学ぶべき内容を学ぶことができな
い。そのまま、義務教育段階の 9 年間続くケースもある。
　筆者は、幾たびか、特別支援学校の高等部に、それらの学ぶべき機会を失い、さら
に二次的障害を伴って入学してくる子どもたちに直面したことがある。その結果の対
応は、後期中等教育や社会福祉、その他の生涯学習の場で受け止めていくことになる。
　本研究では、インクルーシブ教育の理念の具現について、現実の特別支援教育の現
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場から捉えてみたい。また、その解決に向けて、牧口常三郎（1871-1944　以下、牧口）
の人間観・教育観 2 から考察を深めるための端緒としたい。
　本論の流れとしては、
　（ 1 ）  創価教育学体系（以下、体系）の著者である牧口常三郎の考えに基づき、私
たちの創価教育学の実践研究について説明する。
　（ 2 ）  国際社会におけるインクルーシブ教育が提唱されてきた背景や歴史を振り返
り障害者権利条約に示された「インクルーシブ教育システム」の理念がわが
国の学習指導要領にどのようにデザインされたかについて確認する。
　（ 3 ）  そのことが学校現場ではどのように受け止められているかを、事例をあげ社
会的・職業的自立に向けた課題を取り上げ考察する。
2 　私たちの創価教育学の実践研究
　本研究を進めるにあたり、最初に、私たちの創価教育学の視点と実践研究について
簡略に述べる。
　（ 1 ）創価教育学実践の 3 つの視点
　第一に、牧口の学問姿勢は、常に人生とのつながりにおいて展開されている。「人生」
には、「人の一生」と「人間の生活」の解釈がある。牧口は、人間の生活の価値創造（幸
福）を目指す意味で、後者である 3。教育についても牧口は常に生活との関わりを重
視し、「学問の生活化・生活の学問化」という帰納的研究と演繹的研究のスパイラル
な展開を示した。牧口の一貫した実践的学問探求の姿勢である。
　第二は、人生と教育の目的は同じ幸福の実現であり 4、人生の幸福実現を価値創造
と位置付ける。ゆえに、教育の目的もこの価値創造にあるとする。
　牧口の提唱する教育実践における価値創造とは、すべての子ども一人一人にとって
の美・利・善の価値追求であり、その調和である。
　ここでは詳細は避けるが、牧口の課題と捉える「真理と価値の混淆」5 という問題
から、カントによる「真・善・美」を改め、「真」を「利」に替えて、「利・善・美」
が追求されるべき価値であるとする。「真」は、「美」「善」のような価値ではなく、
価値判断の前提となる認識の問題と解して外したのである。
　第三に、人種・男女等すべての差異を超えて、「すべての子ども」「すべての人間」
を対象としている。当然であるが、障害のある子どもたちへの教育の視点も含まれて
いる。本研究の「インクルーシブ教育システム」の理念にもつながる視点である。
　牧口の時代は、障害児教育の黎明期であり、インクルーシブ教育の理念は確立して
いなかった。彼は、1893（明治 26）年に北海道において、開設したばかりの単級学
級を自ら進んで担当するとともに単級教授の研究にも大いに関わった 6。単級学級と
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は、全校の児童・生徒を 1 学級に編制する学校制度である。当然であるが、学級の
中には異学年の児童がいるだけでなく、特別支援教育的に言えば、多様な教育ニーズ
の子どもたちが在籍しているのである。「すべての子ども」の学ぶ歓びを追及する牧
口の教育方法論や教師論にもつながっている 7。ちなみに、障害児教育については、
第四巻 4 節に「教育治療法の問題」8 において論じている。
　（ 2 ）私たちの実践研究
  私たちは、自身の学校教育現場における現在の諸課題を、実践者として創価教育学
の視点で考える試みに取り組んできた。牧口の示唆する現場からの帰納的研究方法で
ある。創価教育学の実践研究は、理論が先にあるのではなく、子供自身が「たのしくて、
わかりやすくて、しかも能率的である」状態の因果関係を教育現場の事実から考える 9。
　そのために、牧口が体系の冒頭で述べている創価教育学の根底を流れる新教育学建
設のための三つのスローガンを念頭に実践する。
　　　①経験より出発せよ。
　　　②価値を目標とせよ。
　　　③経済を原理とせよ。
　実践者は、「学習力に於て、教授力に於て、時間に於て、費用に於て、言語に於て、
音声に於て、常に経済原理を旨とし、文化価値を目標として進め。天上を仰いで歩む
よりは、地上を踏み占めて、一歩一歩に進め。」10 を実践理念として展開する。
　これらは、文章表現こそ時代を背景としたものであるが、現在の学習指導要領にお
ける評価規準との関連づけも可能なものと考えている。また、実践における目標とし
ての価値は、「美・利・善」の内容はばらばらに考えるものではなく、「文化価値」と
して、 3 つの調和を求めているものである 11。
3   インクルーシブ教育の背景～ユネスコによる「万人のための教育」の推進
　国際社会においてインクルーシブ教育（inclusive education）が提唱されたのは、「特
別なニーズ教育に関する世界会議：アクセスと質」（ユネスコ・スペイン政府共催、
1994 年）において採択された「サラマンカ声明」である 12。同声明は、「前書き」、「特
別なニーズ教育における原則、政策、実践に関するサマランカ声明」、「特別なニーズ
に関する行動のための枠組み」の三部から構成されている。
　その「前書き」の冒頭に示された当該会議設定の目標は、インクルーシブ教育のア
プローチを促進するために必要な基本的政策の転換を検討することにより「万人のた
めの教育（Education for All）」の目的をさらに前進させ、学校がすべての子どもたち、
特に特別な教育的ニーズをもつ子どもたちに役立つようにするためと示された。
　「万人のための教育（Education for All）」とは、1990 年にタイのジョムティエンで
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開催されたユネスコの「万人のための教育世界会議」でのスローガンである。全ての
人に基礎教育を提供することを世界共通の目標にしている。基礎教育とは、「人々が
生きるために必要な知識・技能を獲得するための教育活動」と定義され、具体的には
就学前教育、初等教育、前期中等教育及びノンフォーマル教育（成人教育、識字教育
など）を含むものとされている 13。
　サラマンカ声明で用いられる「特別な教育的ニーズをもつ子どもたち」に、障害の
ある子どもたちが含まれることは言うまでもない。すでにイギリスにおいては、1978
年の「ウォーノック報告」を受け、1981 年教育法で当時の特殊教育の対象となる子
どもを「障害」のある子どもとして捉えずに「特別な教育的ニーズ」のある子どもと
した。「障害」という医学的視点からのカテゴリーによるものではなく、教育的援助
について言及するという教育的概念であり、「特別な教育的手立て」を必要とする「学
習における困難さ」に着目されたものである。
　サラマンカ声明では、その第 3 部となる「特別なニーズに関する行動のための枠
組み」において、「特別な教育的ニーズ」という用語が、障害もしくは学習上の困難
さからもたらされるすべての児童・青年に関連するものとしている。そして、「学校は、
まったく恵まれていない子どもたちや障害をもつ子どもたちを含め、すべての子ども
たちを首尾よく教育する方法を見出さなければならない。特別な教育的ニーズをもつ
児童・青年は、大多数の子どもたちのためになされる教育計画の中に含まれるべきで
ある。このことが、インクルーシブ校の概念へと導くことになる。」と明記した。
　このことは、「インクルーシブな社会」への発展のステップとして、すべての子ど
4 4 4 4 4 4
もたちのための
4 4 4 4 4 4 4
学校教育のあり方そのものを示している（傍点筆者）。さらに、「特別
なニーズに関する行動のための枠組み」の「Ⅱ．国家レベルでの行動指針　C．教職
員の任用と養成・研修」で、「すべての教職員」を対象とする記述となっている。今
日の「インクルーシブ教育システム」を考える上で重要な視点である。
　このようにサラマンカ声明では、特別な教育的ニーズのある子どもを含め、「すべ
ての子どもたちを首尾よく教育する方法」が実施されること、また、それは「国家レ
ベルでの行動指針」の下、「すべての教職員」による取り組みであることが求められる。
　インクルーシブ教育は、「インクルーシブな社会」の具現の一形態であり、障害の
ある子どもを対象とした学校教育のみを対象とするものでない。人権の視点から、「学
校は、まったく恵まれていない子どもたちや障害をもつ子どもたちを含め、すべての
子どもたちを首尾よく教育する方法を見出す」ために展開されなくてはならない。
　これは、牧口の単級教授の研究の姿勢にも通じるものであり、牧口のすべての子ど
もを幸せにするという人間観・教育観とも共鳴するものである。
　冒頭に述べたように、インクルーシブ教育は、単にすべての子どもたちを同じ場所
で教育することではないことを確認したい。
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4 　国際社会におけるインクルーシブ教育システム構築～人権教育の視点から
　（ 1 ）インクルーシブ教育システムとは
　障害者権利条約は、2006 年 12 月 13 日に国連総会で採択された。わが国は、翌年
に署名し、2014 年 1 月 20 日に批准書を寄託し、 1 ヵ月後の 2 月 19 日から同条約
が国内において効力を発生することとなった 14。
　「インクルーシブ教育システム」の用語は、障害者権利条約第二十四条（教育）第
1 項で用いられる。それは締約国に対し「障害者を包容するあらゆる段階の教育制
度及び生涯学習を確保する」ことを求め、「障害者を包容するあらゆる段階の教育制度」
に相当する英文が、“inclusive education system at all levels” であり、我々が使用す
る「インクルーシブ教育システム」の原意がここにある。ゆえに、学校教育を超えた
障害者の生涯学習を含んでいるのである。現在、文部科学省においてもその検討がな
され推進されている 15。
　本論では、「インクルーシブ教育システム」の用語を学校教育中心に扱い考察を進
める。また、単に「インクルーシブ教育」と表記する場合があるが同様の意味である。
　第二十四条は、インクルーシブ教育及び生涯学習の目的を、（a）多様性の尊重、（b）
人格・能力等のその可能な最大限までの発達、（c）自由な社会への効果的な参加、の
3 点に定め、これを教育についての障害者の権利とし、締約国には差別なしに、かつ、
機会均等を基礎として実現することを求めている。
　ここで示された 3 点は、インクルーシブ教育の三要素として捉えることができる。
　この中で、（a）のみ主語が締約国となっていることを確認したい 16。締約国が義務
を負う対象として、（a）は人間（human）であり、（b）（c）は障害者（persons with 
disability）である。このようにインクルーシブ教育は、あらゆる人、すなわち全人類
を包み込んだ理念であり、「障害者の権利に関する条約」が 21 世紀最初の人権条約と
言われる所以である。
　（ 2 ）インクルーシブ教育実現に向けた締約国の義務
　第二項においては、 5 点にわたり、締約国の義務を示している。すなわち、
　（a） 障害者が障害に基づいて一般的な教育制度（general education system）から
排除されないこと及び障害のある児童が障害に基づいて無償のかつ義務的な初
等教育から又は中等教育から排除されないこと。
　（b） 障害者が 、他の者との平等を基礎として、自己の生活する地域社会（the 
communities in which they live）において、障害者を包容し、質が高く、か
つ 、無償の初等教育から又は中等教育から排除されないこと。
　（c） 個人に必要とされる合理的配慮（reasonable accommodation of the individual’s 
requirements）が提供されること。
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　（d） 障害者が、その効果的な教育を容易にするために必要な支援を一般的な教育
制度（general education system）の下で受けること。
　（e） 学問的及び社会的な発達を最大にする環境において、完全な包容という目標（the 
goal of full education）に合致する効果的で個別化された支援措置がとられる
こと。
である。
　ここで注意を要するのは、一般的な教育制度という言葉が単独で使われており、一
般的な教育制度の具体的内容が明示されていない。文脈上、当該締約国の一般的な教
育制度であると解される。
　中央教育審議会では、ここで示される「一般的な教育制度」について、「特別支援
学校」が入るのかどうかという外務省への確認作業を行った 17。わが国では、課題は
あるが特別支援学校等は「多様な学びの場」の一つとして理解されている 18。
　今後、インクルーシブ教育システムの構築を進め続けていくためには、教育制度全
般の整備を進めるとともに、合理的配慮に関する関係者の合意形成を図る仕組みを明
らかにしなければならない。
　人類史を「社会の進歩に伴うて生ずべき生存競争単位の変化と共に、其形式も亦た
次第に変化するを観る。其変遷の四大区別と観るべきものは所謂軍事的、政治的、経
済的及び人道的の各競争時代是れなり。」19 と観る牧口の先見性ある人類史観は、教
育に於いて、この人権的視点からの学校及び社会・家庭でのインクルーシブ教育への
道程を示唆するものであると考える。
5   考察 1 ：インクルーシブ教育理念の進展と深化
　日本の特別支援教育はインクルーシブ教育の理念の進展について、障害者権利条約
締結後の特別支援教育体制の整備状況を確認し、同条約で示すインクルーシブ教育シ
ステムづくり及び人生を見通した学習、また、生涯学習の目的に即して考察する。
（ 1 ）障害者権利条約に基づくインクルーシブ教育システムの推進
　わが国の特別支援教育は、戦後、養護学校整備特別措置法から養護学校全員就学を
経て通級制度の整備へとの流れであり、障害の重度重複化・多様化への対応の歴史で
あった。それは国際社会における個の「特別なニーズ教育」という流れと重なり、今
日の特別支援教育として形成されつつある。
　本論では、インクルーシブ教育の理念の広がりと言う視点から、特別支援学校だけ
でなく、通常の学級における障害のある児童・生徒の対応についても触れておきたい。
　2017（平成 29）年 3 月以降、幼稚園教育要領及び小学校、中学校の学習指導要領、
並びに特別支援学校幼稚部の教育要領及び特別支援学校小学部・中学部学習指導要領、
－ 34 －
創価大学教育学論集　第 71 号：山内・加藤
高等学校の学習指導要領について、それらの全部を改正する告示と、それらに関連す
る学校教育法施行規則の一部改正する省令の制定が公示された 20。ここでは「改正の
概要」の中に、小・中学校、高等学校それぞれ特別支援教育に関する主な改善事項と
して、個別の指導計画の作成・活用に関すること及び「学習上の困難」への対応があ
げられた。主に特別支援教育の対象として取り上げられたのは、発達障害、情緒障害
を中心とする知的遅れの無い、もしくは、比較的軽微な児童・生徒である。
　義務教育段階における多様な学びの場の整備として、小学校・中学校における特別
支援学級及び通級による指導における教育課程の考えの整理が必要である。
　就中、通級による指導は、小学校及び中学校では 1993 年からスタートし、諸課題
への対応も見据えながらその整備が進められてきた 21 比較的新しい制度である。
　2018 年には高等学校における通級による指導も始まった 22。ちなみに、通級によ
る指導においては、対象となる児童・生徒の教科的学習の必要性が前面に出やすいこ
とから、改正前の「教科の補充的な指導」の規定の趣旨が、単に各教科の学習の遅れ
を取り戻すための指導などと理解されないように、「特に必要があるときは、障害の
状態に応じて各教科の内容を取り扱いながら行うことができる」との趣旨が明示され
た 23。通級による指導の内容について、各教科の内容を取り扱う場合でも、障害によ
る学習上又は生活上の困難の改善又は克服を目的とする指導であるとの位置付けを明
確にしたものである。これによって、小・中・高等学校との間での指導内容の整合性
を図ることを意図している。
　私たちは、この趣旨を踏まえ、すべての児童・生徒の『学ぶ歓び』24 を具現するた
めに、新たに制度を整え、 4 -（ 1 ）で述べたインクルーシブの三要素の、（a）多様
性の尊重、（b）人格・能力等のその可能な最大限までの発達、（c）自由な社会への効
果的な参加、を促進しなければならないと考えた。
（ 2 ）多様性の尊重
　前述したように、小・中学校、高等学校の各新学習指導要領では、総則に「児童の
発達の支援」「生徒の発達の支援」等を掲げ、通常の学級、通級による指導、特別支
援学級等の場を想定し、一人一人の教育的ニーズに応じた多様な学びの場を設定して
いる。教育上特別の支援を必要とする児童生徒が通常の学級で学ぶ可能性を大きく開
くことになる。
　しかし、それには前提として、行政のみならず各学校の校長はじめ全教職員が特別
支援教育の趣旨を十分に理解し実践できることが必要となる。場所だけ同じくする「居
るだけのインクルーシブ」であってはならない。
　さらに重要なのは、この通常の学級における「教育上特別の支援を必要とする児童
生徒」だけでなく、通常の学級の子供たちの対応である。形式的な制度を整えること
は可能であっても、そこに在籍する多様なすべての児童生徒が、充実したそれぞれの
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教育ニーズに応じた学びができるか否かは別である。
　筆者は、教育における多様性の尊重とは、多様な児童生徒一人一人の『学ぶ歓び』
の具現化と捉えている。
　例えば、学校現場において、障害認識のない児童生徒が社会参加めざして、自らの
障害を認識・受容するプロセスを考えてみたい。
　そのプロセスには、当事者に「第二の心の苦しみ（他人から負わせられる苦しみ）」25
が生じる可能性がある。その適切な対応は、ケースによって異なり、現場教師や関係
者の力量が問われるところである。
　このプロセスこそが現実のインクルーシブ教育具現のための正念場となる。ゆえに、
原則としてそれを避けるのではなく、対象となる児童生徒の『学ぶ歓び』に照準を合
わせ、個の教育ニーズに応じた「特別な支援」を行わなければならない。
　このような「個々における尊重されるべき多様性」は、学校等の教育的環境では「特
別な支援」が受けやすいが、現実の社会では、社会にオープン化することによって多
くの困難が生じることも少なくない。ゆえに、原則論に基づいて簡単に「オープン」
にすべきとだけ言うことはできない。本人のセルフエステームの低下や家族の価値観、
所属する社会の認識などを十分に考慮することが必要である。
　例えば、精神障害者雇用において、「障害」をどのようにオープン化するか。現場
では、大きく 3 つの選択肢が考えられている。
　①その職場において自らの障害を「オープン」する。（周囲への配慮を得やすくなる）
　② 障害を知らせずに、配慮はなくとも全て同じ勤務条件でいく。（このような場合
は「クローズ」と呼ばれる）
　③ 必要なものだけをオープンにする。このような「セミオープン」の状態も現実に
は選択されている場合もある。
　障害者雇用促進法を巡り、中央省庁や地方自治体での障害者雇用の水増し問題など
があった。ますます、「オープン」化は進むであろう。しかし、障害や特別の支援を
どのように受け止めて生きていくかは一人一人異なり、多様な生き方として受け止め
ていかねばならない。多様性の尊重は、その本人や当事者の『生きる歓び』を最大限
に考慮することから始まる。
（ 3 ） 学習活動へのサポート
　「人格・能力等のその可能な最大限までの発達」を可能にする学習活動へのサポー
トは、わが国では戦後から始まった知的障害教育における生活主義教育で展開されて
きた。その考え方の中心に、「できる状況づくり」という考え方がある。それは、今
日においても一人一人の子どもの学習上の困難さへの対応の手立てとして、特別支援
学校においてだけでなく、通常の学級でも取り組んでいるところもある。できる状況
とは「精いっぱい取り組み、首尾よく成し遂げられる状況」26 であり、そうした環境
－ 36 －
創価大学教育学論集　第 71 号：山内・加藤
調整を通して子どもの学校生活への参加を可能にし、卒業後の社会的・職業的自立に
結び付けていこうとする。
　筆者も、特別支援学校の作業学習等の指導において「できる状況づくり」を通して
生徒の社会的・職業的自立に向けた指導に努めてきた。
　WHO 国際生活機能分類（ICF）に示された ICF 関連図（下図）27 で考察するならば、
知的障害のある A 児（心身機能・身体構造）が、作業学習の場での学び（活動）によっ
て、社会的・職業的自立（参加）ができるというプロセスである。活動での教育的か
かわり「首尾よく成し遂げられる状況」等（環境因子）と、その A 児の誠実な性格（個
人因子）に働きかけ、「精いっぱい取り組める」「子ども自身が達成感・成就感を得る」
という活動結果を醸し出す。もちろん、このプロセスは一方的なものではなく、「心
身機能・身体構造⇔活動⇔参加」としての相互作用であり、その他の因子等も相互的
に作用し合う。その調和の中に『学ぶ歓び』がある。28
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(変調または病気) 
　また、積極的行動支援の立場からも「児童生徒の主体的な参加を促す授業づくり」
のために、①環境的支援（分かって動ける環境づくり）、②個のニーズに応じた支援（支
援ツール）、③人的支援（教師のポジション・役割）の見直しにより、参加機会、活
動機会、児童生徒同士のやりとり機会、評価機会が生み出され、児童生徒の主体的な
授業参加が促せるとの取組がなされている 29　。
　これらの児童・生徒の主体的学びや教師のかかわりの相互作用は、牧口が創価教育
学体系第 4 巻 4 節「教育治療法の問題」に述べている内容と通じるものである。
　牧口は、まず「治すという意力と治るといふ自信力がないならばどんな名医と雖ど
も治せるものでない」と教師自身だけでなく、学習者自身の内発性に言及し、そのう
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えで「治るといふ結果は治らうとする自力と治さうとする他力との確信をもつた協同
に依る」という。「啐啄同時」にもつながる教師の役割を共同作業として位置付けて
いる。この共同作業に、筆者の考える『学ぶ歓び』が醸成される。なお、「治す」「治
る」という用語の使用については、当時の障害に対する慣用的な用法であり、牧口の
教育観の原意を汲んで解釈するべきであることを付言したい 30。
　牧口は、常に平易な言葉で創価教育の実践について、すべての子どもたちが「たの
しくて、わかりやすくて、しかも能率的でなければ創価教育ではない」と述べている。
ユニバーサルデザインの考え方に通じるものである。ちなみに、障害者権利条約第
4 条では、一般的義務で示される「ユニバーサルデザイン」を取り入れた授業づく
りが求められ、現在その取組が進められている 31。
　新学習指導要領では、障害のある児童生徒等が通常の学級に在籍する可能性がある
ことを踏まえ、障害に基づく困難への対応として、学びの活動における「困難さ」、
そのための「指導上の工夫の意図」を明確にし、「指導の手立て」を一人一人に即し
た形で展開する。小学校・中学校、高等学校のそれぞれの学習指導要領解説の各教科
編においては、各教科等において、学習上の困難の対応について具体例を挙げて記述
している。これらの本質を捉えて実践するには、牧口の人間観・教育観を再考するこ
とが必要である。
（ 4 ）障害のある人の社会参加と自立のためのツール
　教育は、障害の有無を問わず、社会参加と自立を目指す。特別支援教育においては、
より具体的に「個の教育ニーズ」として、位置付けされなければならない。
　そのツールとして重要なのが、個別の指導計画、個別の教育支援計画である。すで
に現在の特別支援学校、小・中学校等の特別支援学級等においては作成が義務化され
ている。また学習指導要領改正では、高等学校での通級による指導も含めその作成が
徹底され、通常の学級に在籍する障害のある児童生徒の作成も努力義務とされている。
　小中学校における学校基本調査の集計では、すでにほとんどの学校で作成されてい
る。しかし、活用の面から見ると懸念されることが少なくない。
　具体的には、中学校におけるこれらのツールは、高等学校の入学者選抜における配
慮申請等の根拠と見なすことも可能である。また、大学などでの発達障害のある学生
の受け入れの動きもすでに進んでいる。高等学校における通級指導の制度化に伴い、
高校での特別支援教育が定着すれば、正式な大学入学試験も見直される可能性がある。
　活用のための具体的な動きとしては、東京都教育委員会では、通級による指導を実
施する場合は、通常学級の担任と通級指導の担当者との連携が必要不可欠であること
から、それぞれの場での指導目標や学習状況の情報共有を図ること（「連携型個別指
導計画」）、通常の学級における学習状況を学級担任・教科担当教員などが情報共有す
ること（「短期個別指導計画」）により中学校における個別指導を必要とする生徒への
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対応のあり方を示している 32。
　また、労働分野では、これまで知的障害特別支援学校高等部生徒を産業現場等にお
ける実習を通して採用してきた企業等が、発達障害のある大卒新卒者を、高等部卒業
者と同じ職種で採用する動きもある。そこにも個別指導計画・個別の教育支援計画の
活用の必要性がある。
　筆者は、知的障害特別支援学校高等部における進路指導・職業教育に関わり、高等
部生徒の社会的・職業的自立のあり方について実践研究に取り組んだ。個別の指導計
画、個別の教育支援計画（個別の移行支援計画も含む）に加えて、個別の進路指導計
画の活用を提案してきた。個別の進路指導計画では、一人の障害のある生徒の学校生
活から社会生活・職業生活への移行に際して、支援の継続性が保たれなくなる場合が
あり、個別の移行支援計画に付随させる重要なツールと考えたからである。
　牧口は、創価教育学体系四巻「教育方法論」において、学校教育・家庭教育・社会
教育が目的を共有して互いに計画的に協働していくことは急務と示唆している 33。
　一般的に、学校が労働・福祉・医療等との関係機関と緊密な連携を取り合っていれ
ば足りると考えられている。しかし、組織同士の繋がりだけでは、実際の担当者の交
代によりその連携はリセットされ、あらためてゼロからのスタートとなることもしば
しばであった。学習者と支援者という人と人の連携である。その連携には、相互にお
互いの状況を理解しあい、支援の中心的役割を受け手側ができるようになるまで支援
しあうことが重要である。本人の支援ニーズによっても異なるが、学校と関係機関と
が支援の移行の前後には、お互いが相互に乗り入れする期間が必要である。
　ここでは、省察しないが、牧口の半日学校制度の発想に共通するものである。
　キャリア教育の充実は、今回の改訂においても小・中学校、高等学校、特別支援学
校の全校種において位置付けられている。「自由な社会への効果的な参加」を実現し
ていくためには、障害のある、もしくはその可能性のある通常の学級に在籍する児童
生徒に対しても、よりきめ細かい移行支援が求められている。
　そのためには、「学習者」である本人がその活用をできること、「自身の困難さとそ
の対応」を能動的に学習していくツールとしての活用が必要である。
　このようにインクルーシブ教育は理念だけでなく現実の実践論としてまだまだ積み
上げが必要である。特に、制度だけでなく、インクルーシブの理念あるいは、人権的
視点（牧口の言う「人道的競争」）からも深められなければならない。そこで常に忘
れてならないのは、学習者の『学ぶ歓び』であることを忘れてはならない。
6 　考察 2 ：学校現場においてはどのように受け止められるか
　ここでは、筆者の経験したことから、学校現場でどのようにインクルーシブ教育シ
ステムが展開され定着するのかを考えてみたい。事例については、個人情報に触れな
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い想定事例として設定した。
　教育の目的の一つは、子どもたちの社会的・職業的自立である。現在、中学校卒業
時点での就労は特殊なケースを除いてほとんど見られない。しかしながら、中学校卒
業時点の進路選択は人生の一つの峠となっているのも事実である。そうした現実に直
面する子どもたちの姿を筆者も目の当たりにしてきた。
　小学校段階から将来の社会的・職業的自立に向けて、キャリア教育が実施されてい
る。しかし、中学校段階においては、将来の職業選択への見通しも含めた後期中等教
育から、高等教育までの学校選択等も問題となる。
　特に特別支援学校や特別支援学級、小学校 ･ 中学校では、学習面・行動面の困難さ
に対する手立てとともにキャリア教育の視点から多様な個別の支援が必要となる。
　ここでは、中学校特別支援学級（知的障害）と知的障害特別支援学校の進路指導を
想定して考察を加える。
（ 1 ）特別支援学校進学か、高等学校進学かを迷う事例
　B は、中学校の特別支援学級に在籍してはいるが、その後の進学先として通常の高
校か特別支援学校高等部かを迷っていた。
　最終的に B は特別支援学校へ進学したが、満足できず、高等学校へ進学した。し
かし、学力の問題から進級が困難となって退学し、再び特別支援学校に編入学した。
　東京都における中学校特別支援学級（知的障害）出身者の進路先動向を見ると、平
成 24 年度卒業生のうち 10.1％の生徒が高等学校進学であったが、平成 29 年度卒業生
は、19.3％となっている 34。少子化という状況のもと、高等学校での特別支援教育体
制の整備とともに高等学校教育への国の経済的支援制度が拡充され、その入学者は明
らかに増加傾向にある。
　これまでにも特別支援学校高等部に寄せられる質問として、高校進学か特別支援学
校かを迷っているという声は、入学相談等においても少なくない。しかし、高等学校
での学習についていけないことがある。在籍はできても卒業資格にいたらないことも
ある。また高等学校においても様々な個別の支援体制を構築している取組も見られる
が、通級による指導の本格実施も含め、これからであろう。
　ここで大切なことは、主体たる児童・生徒だけでなく、保護者・進路指導の学校関
係者の進学目的の明確化であると考える。時代的な風潮もあるが、中学校卒業後の進
路先で高校か特別支援学校かの選択に迷うケースには、イメージ先行で進学目的が明
確でない場合が多い。進路を先延ばしにして中途半端になり、貴重な青春の学びの機
会を逃すことだけは避けたい。
　困難さは学習面だけではない。行動面の困難さも大きい。トラブルになるケースと
しては、家庭でもその困難さに気が付いてない場合はさらに深刻な事態へと展開する。
　医療面での診断と対応も重要である。この段階に至るとき、保護者はそのように重
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大な事態になった責任を学校に求めてくることもある。
　その意味でも、日ごろから行動面の困難さは、どこかに責任を押し付けるのでなく、
日常的に医療・学校・ソーシャルワーカー、家庭、もしくは本人自身の相互作用とし
て、協力関係の中、指導法、対応法を考える。様々な立場からそれぞれの認識を重ね
合わせていくプロセスは、地道な作業であり困難な道であるが、結果が出た時には『学
ぶ歓び』がそこにはある。
（ 2 ）障害者雇用の就職でなく一般枠の就職を希望する事例
　C は、知的障害特別支援学校高等部卒業生である。在学時の進路指導は、産業現場
等における実習を通して進められ、採用内定を取り付け、障害者雇用枠として雇用契
約にいたった。しかし、C は、そこでの「障害者雇用枠」を受け入れることができず、
その前提となる「特別支援学校卒業で」という学歴では就職しないと考え、採用内定
も辞退し職業能力開発校へ入校して、その修了という学歴を得て就職を目指した。
　特別支援学校高等部卒業者も、高等学校卒業者と同じく高卒者求人票による雇用条
件の提示を行うことになっているが、障害者向け求人として一般高卒者とは異なる手
続きがある。しかし、障害を理由とした差別ではなく、障害への配慮という視点から、
仕事内容等の面で一般高卒者とは異なることがある。
　知的障害特別支援学校高等部卒業生の就労は、かつての製造業などにおける就業が
中心であった時代よりも、現在は、総合職的要素を求められる第 3 次産業への就業
の割合が高くなってきている。また、仕事内容に応じた賃金体系がより厳密に求めら
れ、労働市場そのものにおいても、いわゆる契約社員という非正規労働者が増えてい
る。障害者雇用のほとんどが契約社員形態の非正規労働者である。こうした障害者雇
用に関する状況も、障害者雇用枠を希望しない理由の一つである。
　特別支援学校の就労のメリットは、労働・福祉等の関係機関との緊密な連携のもと
社会的・職業的自立に向けた支援体制が構築されやすいという点である。しかし、福
祉や医療の分野においては、18 歳を境に児童から成人の扱いになり、学校が連携す
べき関係機関も在学中に変わることがある。ある程度の継続性は認められるが、最も
重要な時期に支援者が変わることは避けたいものである。
　このような、就職に関する具体的な内容は、特別支援学校高等部入学前までには説
明されるべきだろうが、現実に、説明されても本人や保護者にはそこまでの切実感を
もてないのが現状である。その配慮も教育委員会や特別支援学校ではするべきである。
（ 3 ）中学校現場においての教員の課題意識の考察
　筆者が公立中学校の特別支援学級及び通級による指導の担当者の研修会においてい
ただいた声を、「資料 1 ：学校現場における課題」、「資料 2 ：希望する研修内容」と
して、了解を得てまとめたものである。項目としては、【特別支援学級】と【通級に
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よる指導】の 2 つに分けた。
　①特別支援学級のインクルーシブ教育に関する課題として、
　　ア 通常の学級から入級した生徒の指導方法
　 　これは一見、対象児童の課題のように見えるが、在籍学級のインクルーシブ教育
の状態ととらえることもできる。入級間もない生徒は、通常の学級での障害観をそ
のまま表現することが多い。その指導はインクルーシブ教育の初期指導として大切
である。
　　エ 障害による認知特性の違いや行動観察のポイントなどの教師の理解
　 　中学校の学習内容はどうしても教科中心になる。ゆえに、対象生徒の認知特性の
違いや行動観察のポイントを学ぶことが重要になる。
　　オ 特別支援学校の現状を知っておくこと
　 　通常の中学校の教師は、特別支援学校の現状を知らないことが多い。ゆえに、進
路指導だけでなく、学習内容等に関しても知ることが大切である
　　カ 「交流及び共同学習」の効果的な進め方や工夫についての研修
　 　副次的な籍についても「交流及び共同学習」の視点から多くの実践がなされてい
る。インクルーシブ教育の視点からいうならば、通常の学級の中学生の一方的なボ
ランティアにはしてはいけない。共に『学ぶ歓び』を実感することがポイントである。
　②通級による指導におけるインクルーシブ教育の課題
　　キ 保護者にとっての障害の理解と受容のサポート
　 　保護者がインクルーシブ教育のキーパーソンである。自分の子どもだけでなく、
健常な子どもを含めたかかわりが求められる。
　　ク 他の生徒に対する障害理解のサポート
　 　「見えない障害」、「見える障害」という言葉があるが、発達障害の場合、周囲に
理解されにくい支援がある。子どもたちの平等感を損なうと障害理解以前のトラブ
ルが起こることもある。
資料 1 ：学校現場における課題
【特別支援学級】
ア 通常の学級から入級した生徒の指導方法
イ 愛着障害の生徒への対応及び発達障害の生徒への対応の違い
ウ 児童生徒のアセスメントの取り方とその分析、フィードバックの方法
エ 障害による認知特性の違いや行動観察のポイントなどの教師の理解
オ 特別支援学校の現状を知っておくこと
カ 「交流及び共同学習」の効果的な進め方や工夫についての研修
【通級による指導】
キ 保護者にとっての障害の理解と受容のサポート
ク 他の生徒に対する障害理解のサポート
ケ 生徒の進路先が限られている
コ 通常の学級の担任を含めた学校全体の特別支援教育体制の充実
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　　ケ 生徒の進路先が限られている
　 　キャリア教育として捉えた時、その障害によるデメリットだけでなく、特性とし
て活用できるものに着目することが必要である。
　　コ 通常の学級の担任を含めた学校全体の特別支援教育体制の充実
　 　冒頭に述べたように、制度と心の問題は両輪である。教師集団の理解無くして、
インクルーシブ教育は推進できない。
　このような課題意識のある意欲的な教師が、「今後研修を深めたい内容」としてあ
げたものが資料 2 である。その「資料 2 ：今後深めたい研修内容」には積極的で示
唆的な項目が多くある。紙面の関係で、簡単にまとめてみる。
【特別支援学級】
サ～ソの内容は、指導に関する実践方法に関するものである。
タ～テの内容は、情報交換や情報に関するものである
【通級による指導】
ト～ヌの内容は、中学校における「自立活動」の指導の展開の仕方。
ネ～フの内容は、制度や情報交換に関するものである。
　ここに直接にインクルーシブ教育の言葉はないが、どの項目もインクルーシブ教育
に関係するものである。特に、特別支援学級タ～テの事項、通級による指導のネ～フ
に関する事項は、インクルーシブ教育を推進するためのインフラと言っても過言では
ない。真摯な先生方の意見を活かしていきたい。
資料 2 ：今後深めたい研修内容
【特別支援学級】
サ　具体的に指導する際にポイントとなる視点などを入れた実践例
シ　色々な生徒への指導法やその後の状態などの実例（成功例や失敗例など）
ス　具体的な指導方法（様々なケースによる実践例）
セ　具体的なソーシャル・スキル ･ トレーニングの方法
ソ　コミュニケーション能力を高める指導及びソーシャル・スキル・トレーニング
タ　指導上効果のあった学級の実践について話し合う機会
チ　各校の環境、学習形態、教材、課題や問題点に関する情報交換
ツ　高校など中学校卒業から上級校への進学の実態
テ　（小・中・高）  通級による指導のシステムの理解
【通級による指導】
ト　LD、ADHD などの発達障害の子どもたちの対応
ナ　学校へ来たがらない生徒への声かけ（電話）の仕方
ニ　 「特に必要があるときは、障害の状態に応じて各教科の内容を取り扱いながら行う
ことができる」場合での実例
ヌ　自立活動の実践について
ネ　成功事例などについて話し合う機会
ノ　アセスメントに基づく個別指導計画の取組内容
ハ　本人、家族が障害受容できてない場合の進路選択後のサポート
ヒ　小・中・高から就職へのつながり
フ　高校など中学校卒業から上級校への進学の実態
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7  まとめ
　本研究は、インクルーシブ教育の理念の浸透を現在（この数年）の教育現場の実態
から考察したものである。またそのために、わが国の特別支援教育の背景となる歴史
にふれ、牧口常三郎先生の創価教育学実践研究の立場から、 ３ つの視点をあげ考察
を加えた。
　インクルーシブ教育の理念は、事例にも取り上げたように、本人・保護者の気持ち、
担任等の気持ち、社会の意識に視点を当てると、課題がいくつも浮かび上がってくる。
その課題を避けず、勇敢に取り組むことが、実践者（教育者だけでなく）の役割では
ないだろうか。そこに当事者の真の『生きる歓び』があると考える。
　最後に、本研究に際して、資料の活用等で、お世話になった各機関・先生方に深く
感謝の意を表したい。
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The Philosophy of Inclusive Education 
and Special Needs Education ( 1 )
― A Study from the Standpoint of Practical Research of Soka Education ―
Toshihisa YAMAUCHI　Yasunori KATO
　New Courses of Studies for elementary and junior high school, high school, and special-
needs school were announced from 2017 to 2018. As one of the central issues, improvement of 
inclusive education system of compulsory education and upper secondary education in Japan 
is mentioned.
　This philosophy cannot achieve its goal without changing not only the systems but also the 
view on human and disability of each person in our society.
　One of the real problems of the inclusive education at school is “Inclusive as just existing”. 
This is completely different from the original idea of the inclusive education.
　The authors have sometimes faced children who enter high schools of special -needs schools 
with secondary disorders caused by their loss of the opportunities to learn at elementary and 
junior high schools. The result is a major problem of the whole society, not only of the upper 
secondary education, the social welfare, and the stakeholders.
　In this paper, we give the ideas underlying the realization of the philosophy of inclusive 
education and the examples from the actual special needs education. In addition, as a clue to 
solving the problems, we add some consideration from viewpoints on humanity and education 
of the educator Tsunesaburo Makiguchi.
－ 48 －
創価大学教育学論集　第 71 号：山内・加藤
